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事業別予算が変える地方議会の監視機能について 

―兵庫県川西市議会における事例から― 
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2000 年の分権改革後、全国の自治体で行政改革が行われた。しかし、二元代表制の一翼を担う議

会の改革は遅れている。第 28 次地方制度調査会の答申では議会の機能として議事機関と監視機

関があると示され、2006 年には議会の運営面における地方自治法の改正や北海道栗山町で議会

基本条例が制定されたが、議会の意思を示す議事機関としての改革が中心である。そこで、第２８次

地方制度調査会で示された監視機関の改革提案として、事業別予算による予算・決算改革を提案す

る。事業別予算とは行政改革の手法として発展し、従来の款項目節による性質別予算ではなく各事

業別に予算編成する手法である。この予算方式を実際に導入している兵庫県川西市では予算書は

性質別予算ではなく、事業ごとに人件費などを含んだトータルコストで表示されている。これを川西市

議会では予算・決算審議に反映させている。全国の自治体で財政が逼迫するなか限られた予算で

集中と選択しなければならない。議会と行政が緊張感を持って審議する手法になると考える事業別

予算で、自立・自律した自治体運営の可能性を提言する。 
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はじめに 

2000年、地方分権一括法が制定され、地方分権が

始まった。制定から約 10 年を経て多くの地方自治

体（以下、「自治体」とする）では、行政1と NPO・

NGOや市民団体とのパートナーシップ、PFIやNPM

などの規制緩和、自治基本条例の制定、バランスシ

ート導入等の改革が行われている。しかし、こうし

た行政改革が進む中、行政と共に自治体運営を担う

地方議会（以下、「議会」とする）の改革は進んでい

ない。2006年には夕張市の財政破綻、官製談合によ

る首長の逮捕、組織的な裏金づくり等の不祥事が相

次いだが、議会は何もチェックできなかった。また

立法を担う議会の議員立法の少なさを見ても分権改

革後の自治体を担う機関としては頼りない。しかし

歴史的に見て議会制度の意義は地域のデモクラシー

を支える重要な機関である。 

 そもそも一般的な「議会」2制度は古代都市国家

において、人々の集まる集会「デモス」から発生し

ている。その後、地中海文化圏における民会やゲル

マンの部族会議といった地域集会が政治的に組織さ

れ「議会」へと発展していく。近代になるとジョン・

ロックが市民政府二論において代議制民主主義を提

唱する。国民主権の原理を政策形成に反映させると

いう意味で、自由民主主義の根幹をなす制度である。

ロックが提唱した代議制民主主義制度は今日、世界

各国・自治体における政治機構のモデルになってい

る。しかし、現代になると普通選挙の拡大・マスメ

ディア・行政機構の発展により「議会」の機能とし

ての情報・意見集約機能は衰退し、行政機構がその

役割を担うようになっていく。20世紀前半には議会

発祥の地ヨーロッパにおいて「議会の危機」が叫ば

れ、「議会」否定のサンジカリズム3・ファシズムが

登場する。 

一方、日本における議会制度は明治時代に整備さ

れた。1888 年の市制・町村制によって市町村会、

1890年の府県制・郡制によって府県会・郡会が成立

した。しかし府県会、郡会、市町村会とも、行政に

比べてその権限は弱められていた。例えば内務大臣

による議会解散権や議会からの首長不信任権は認め

られていなかった。戦後、日本国憲法 93 条 1 項に

議会に関する条文が明記され、地方自治法（以下、

「自治法」とする）制定によって議会の権限が制定

されたが、元鳥取県知事である片山善博が「学芸会」

と揶揄するように行政による答弁作成、予算・決算

審議の形骸化、口利きなど、議会としての機能の多

くは先行研究で問題視されている。 

 こうした議会成立の変遷を見ていくと多様な民

意を反映する議会が現代においては本来備わってい

る機能を十分に発揮できていない。今後の行政改革

を含めた行政と市民や NPO とのパートナーシップ

等が進めば、「議会は不要」との論調が起こり、議会

はその存在意義を問われる事態になるであろう。し

かし、「議会」は「討議の場・或いは多様な意見を集

約できる場」、そして「地域のデモクラシー」を醸成

していくためにその必要性は重要であると考える。

また官僚主導から政治主導の政治転換が改めて高ま

り、「議会」の活性化のための制度改革が模索されて

いる今こそ、地方における議会のドラスティックな

制度改革が必要である。これから筆者が論ずる議会

改革論は、議会の機能を十全にし、行政の関係を変

え、国との関係をも変化させる方策の一つであると

考えている。 

第 1章 議会改革の現状 

1-1 第 28 次地方制度調査会の答申から 

2005年 12 月 9 日、第 28 次地方制度調査会（以

下「調査会」とする）から小泉純一郎内閣総理大臣

に手交された｢地方の自主性・自律性の拡大及び地方

議会のあり方に関する答申 第 2 議会のあり方 1 

議会に対する期待と評価｣の中で、議会に関して以下

のような指摘がなされた。 

「議会には、多様な民意の反映、さまざまな利害

の調整、住民の民意の集約などの役割が求められて
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おり、議会の構成や運営において、議会の意思と住

民の意思が乖離しないような努力が従前にも増して

必要とされている。 

また、議会は団体意思の決定を行う議事機関とし

ての機能と、執行機関の監視を行う監視機関として

の機能を担っているが、地方分権時代において、こ

れらの機能の充実・強化が求められている。地方公

共団体の自己決定権の拡大に伴い、団体意思の決定

を行う前提として、議事機関である議会の政策決定

の充実が求められているほか、地方分権の推進に伴

い、地方公共団体の役割が拡大し、また住民への説

明責任を果たすことがますます重要となっているこ

とから、執行機関に対する監視機能についても、そ

の一層の強化が必要と考えられる。 

他方、議会の現状については、民意の反映の面か

らは、議員構成が多様な民意を反映するものとはな

っていない、住民参加の取組が遅れているといった

指摘、また監視機能の側面からは、行政改革や公金

支出への監視が十分でないなどの指摘のほか、議員

定数が多すぎる、報酬が高すぎる、透明性が低いな

どの指摘もある」4 

答申では、議会の役割に関して、住民の多様な意

見の集約や調整をする利害調整機能、団体意思の決

定機能、執行機関の監視機能があり、特に議事機関

と監視機関については機能充実を求めている。調査

会はそうした議会制度の現状を指摘した上で、議会

のあり方について以下のような指摘をしている。 

「議会のあり方については、このような議会の現

状についての住民の声や、先進的な議会改革の取組

事例を勘案しながら、先に述べた利害調整機能、議

事機関としての政策形成機能、監視機関としての機

能の充実が図られるよう、その見直しを検討すべき

時期にきている。 

また議会の自主性・自律性の拡大の観点から、議

会の権限、長との関係など議会制度の基本的事項に

ついては法律で定めることとし、その組織及び運営

についてはできるだけ議会の自主性・自律性にゆだ

ねる方向で見直すことが必要であると考えられる」5 

 

答申では、その具体的な方策として 7項目が示さ

れている。①幅広い層からの人材確保等、②議員の

組織として、議員の複数の常任委員会への所属制限

の廃止、③議会の権能 ア 委員会の議案提出権 イ 

専門的知見の活用 ウ 議会の議決事件の拡大、④議

会の運営 ア住民と議会との意志疎通の充実 イ 議

会事務局の機能の充実、⑤議員の位置づけと定数、

⑥長と議会の関係 ア 専決処分のあり方 イ 議会の

招集のあり方、⑦小規模自治体における議会制度の

あり方 、の 7つを提言している。 

以上の提言を受け、2006年に自治法の改正がなさ

れた。その内容としては 専門的知見の活用（自治法

100条の 2）、議長への臨時会の招集請求権の付与及

び一定期間内の招集義務化（自治法 101 条 2 項、4

項） 、専決処分の用件の明確化（自治法 179 条）、

議員の複数常任委員会への所属制限の廃止（自治法

109条 2項）、委員会の議案提出権を認める（自治法

109条 7項、110条 5項）、閉会中の委員選任の特例

（自治法 109条 3項、109条の 2第 3項、110条 3

項）が新たに改正された。答申で提言されている①

幅広い層からの人材確保等、③のウ議会の議決事件

の拡大、⑤議員の位置づけと定数、⑦小規模自治体

における議会制度のあり方は今後引き続き検討する

必要がある事項とされた。 

 今回の改正では調査会の答申をそのまま受け入

れた形にはならず、議会の運営に関する改正である

との指摘6はあるが、ここで理解しておきたいことは、

議会の機能として「利害調整機能」、「団体意思の決

定を行う議事機関」、「執行機関を監視する監視機関」

の 3つの機能があることがわかる。そしてこれらの

機能の充実が引き続き求められているのである。 

1-2 議事機関と監視機関 

本論では｢団体意思の決定を行う議事機関｣と｢執
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行機関の監視機関｣の機能に絞り、2つの機能が具体

的にはどのようなものであり、何が議会に求められ

ているのかについて論じる。2 つの機能に関して大

森彌は「新版 分権改革と地方議会」の中で以下の

ように述べている。 

｢地方議会に関しては、自治体の意思決定における

役割と、同じく自己決定権が拡充する執行機関（首

長）に対する批判・修正・牽制のチェックの役割が

想定される。前者では、例えば従前の機関委任事務

の廃止に伴って「自治事務」が増えるが、それらに

対し議会の条例制定権が及ぶことにより、この面で

自治体全体の意思決定における議会の比重が高まる

と考えられる。後者では、これまで優位に立ってき

た執行機関に対する議会の抑制機能を強化すること

によって、両者間の抑制均衡（チェック・アンド・

バランス）を再調整する必要性を暗示している｣7 

調査会が答申の中で議会の役割を｢団体意思の決

定を行う議事機関としての機能｣と｢執行機関の監視

を行う監視機関としての機能｣とし、大森が｢自治体

の意思決定｣と｢執行機関に対する批判・修正・牽制

のチェックの役割｣としている。これらの議論を重ね

れば「団体意思の決定を行う議事機関」とは政策形

成機能を有し、自治事務や法定受託事務に対して条

例制定権が行使できる機能であり、一方の｢執行機関

の監視機関｣とは公金支出への監視が不十分であり、

行政と議会間のチェック・アンド・バランスの観点

から、予算や決算、執行機関の行政活動に対する監

視機能であるといえるのではないだろうか。 

1-3 議事機関としての議会改革の事例 

調査会の答申が示された翌年の 2006 年、北海道

栗山町議会で議会基本条例が制定された。議会基本

条例とは「自治体の政府制度である二元代表制を首

長と対等に担う議会が、主権者市民の負託に応えて

優れたまちをつくりために議会運営の理念、理念を

具体化する制度、その制度を作動させる原則などを

定めた条例」8と定義されている。栗山町議会が議会

基本条例を制定した背景には、①2001年の分権改革

によって機関委任事務が廃止され、それに伴う自治

体の自立と自律の責任に対応できる自己改革の必要

性を意識したこと、②全国的に見られる自治体財政

の悪化、③選挙の時にしか議員の姿が見えないとい

う議会批判などの要因から議会改革を強く意識する

ことになった。9栗山町では 2001年から議会のライ

ブ中継、一問一答方式、議会報告会などの改革を実

行してきた。2005年にはこれまで実施してきた改革

を風化させず、継続させるために法形式によって制

度化する動きとなり、議会基本条例の制定となった

のである。議会基本条例は議会運営の基本的なルー

ルであり、議員の活動原則や町民・行政・首長との

関係においてどうあるべきかなど全 26 条を明記し

た。これは議会がこの条例を基本として、どのよう

な役割を担うのかその方向性を表明した条例といえ

る。栗山町の議会基本条例制定を皮切りに 2008 年

12月末で 30を超える自治体が制定し、100以上の

自治体で制定に向けの準備が進んでいる。10 

こうした議会のあるべき姿を具現化した条例は議

会改革の第一歩である。そして改正された自治法で

は 100条 2項の専門的知見の活用・109条 2項の議

員の複数常任委員会への所属制限の廃止・同条 7項

の委員会の議案提出権を認めるなど議会運営に関し

ての改正が多く、議会が自治体の意思を示すような

議決権を行使しやすい内容になっている。しかし、

これまで見てきた議会改革は基本条例制定や議会の

意思を示すことが容易な改正など議事機関としての

改革に傾斜しているのではないだろうか。それが、

現在における議会改革の限界であり、調査会の答申

で示された監視機関の改革が今後の大きな課題にな

ると考えている。 

第２章 議会における予算・決算審議の課題 

2-1 議会における監視機能の問題 

2006 年、北海道夕張市は約 630 億円の負債を抱

え財政再建団体に転落した。炭鉱閉鎖による公共事
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業の依存等によって予算規模をはるかに超える借金

を抱え、歳入のなかの諸収入が一般会計の 10 倍ほ

ど計上されているにも関わらず、夕張市議会はそれ

を見抜けなかった。夕張市に限らず、行政による補

助金の不正会計処理や納品業者への「預け」による

プール、裏金つくり等の事件は後を絶たない。中に

は自治体予算を監査する監査委員会自身が不正会計

を行っていた事例もある。こうした事件の背景には

単年度主義による自治体予算の仕組みに問題がある

とされているが、本論では議会が監視機関として機

能していない問題点を提起したい。 

自治法 96条には議決事件として予算の議決・決算

の認定が明記されている。予算原案は行政側が提案

するものの、それを審議し議決するのは議会の独占

事項である。しかし、筆者は予算・決算審議の段階

で議会が細部にわたりチェックできているのか疑問

である。本来、住民から選ばれる議会と首長が緊張

感を持ち、相互抑制よって成り立つ二元代表制のも

とでは、議会は首長に対し野党的立場でなければな

らない。しかし、実際は首長選挙において当選した

首長を支持した議会の勢力が「首長与党」として振

舞ことになる。そうなった場合、政策の事前協議や

予算編成について便宜をはかるなどの癒着がうまれ、

議会審議が形骸化する問題がある。また予算説明書

（以下、「予算書」とする）が議員にとって非常に分

りにくい内容であり、予算の細部にわたるチェック

ができないなどの問題も内在している。こうした

様々な問題点が議会の監視機能を低下させ、行政側

の不正を見抜けなのではないかと筆者は考えている。

こうした事態をどう解決し、議会の機能を高めるか、

本章では実際の予算・決算審議における問題点を指

摘したい。 

2-2 議会における予算・決算審議の問題点 

予算審議の問題点として新川達郎は議会の予算編

成について法的問題と会議運営での問題を指摘して

いる。①予算編成時の首長の原案提出権、②原案提

出権を侵害するような予算修正ができない、③歳出

歳入予算は一体として議決されなければならない、

例えば款・項ごとに個別に議決することはできない、

④予算の提出にあたって款と項についての議決を求

められているが目や節あるいはそれ以下の議決は必

要とせず、また予算書も項までの説明とされている。
11 

特に④の問題でいえば、多くの自治体では性質別

予算方式をとっている場合がある。しかし、実際の

自治体は事業ベースで予算を編成している。性質別

予算は国の予算統制の観点から編成される予算であ

るため、事業別の予算を款項目節に直しているので

ある。また予算書も性質別に直された状態で議会へ

提出される。そのため議会の審議は、事業そのもの

に踏み込んだ議論が行われない。新川は「細目事業

まで見ていかないと本来の政策内容に踏み込んだ予

算審議をしたことにならない場合も多く、法形式上

は議会の審議が及ばないことによる制約が見られ

る」12と述べている。また会議運営では①予算審議

をする委員会の運営方式、②本会議では報告と賛否

の討論があり、総括審議という意味はあるにしても、

個々の内容の判断を含めた審議には欠けるものが多

すぎるとの指摘がある。 

 この一連の予算審議の問題点を④の款項目節と

予算書に絞り、そこから派生する問題点を以下、3

つに分類する。第 1 の問題は予算書の内容である。

地方自治法第 149条と 211条によって首長が予算原

案を議会に提出し、その際、予算書の提出が義務づ

けられている。この予算書は款・項・目の行政目的

ごとに分類し、さらに経済性質別に節として分けて

説明されている。しかし、議会の議定科目は款・項

であり、目・節は議会が関与できない。実際の予算

書は、個々の事業別になっておらず、また人件費を

「目」に一括計上しているため、事業内容に加え、

事業のコストが把握できないようになっている。②

事業とコストの把握ができないため、予算質問で

個々の内容に踏み込んだ議論ができず、個々の項目

ごとに支出内容を問う質問に終始し、コストとそれ



 

 

 

ご利用に際しての留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 
  6/11 

に見合った事業効果を比較して事業のあり方や財政

支出の非効率を問う質問ができないのである。13こ

うした問題に対して松下圭一は「予算・決算書を現

行の款項別とちがう施策別との二本立てにするか、

款項別の目節を工夫した施策別にするかのいずれか

にするかに組み替えさせて、議会が目節の個別施策

にたちいった予算・決算の審議、審査が実施できる

ようにするべきである」14と指摘している。③個々

の事業内容やコスト計算ができなければ、議会が予

算修正権を行使することができない。自治法第 97

条には予算の修正権が認めてられているが、実際に

修正可決した市議会は全 806市の内わずか 23市(全

体の 2.3%)15である。予算審議は具体的な審議がで

きないばかりか、予算書自体を読み込むことができ

ず、修正権も行使できないため、結果、予算審議は

形骸化してしまうのである。次章ではその課題を解

決する一つの手法として事業別予算を説明する。 

第 3章 個別事業把握のための事業別予算

と川西市の事例 

 3-1 事業別予算とは 

ここでは事業別予算の説明とそれによってどのよ

うな効果が期待できるかを述べたい。事業別予算と

は「行政の実施する事業を単位に、予算の見積要求

から編成、執行までを一貫して行う予算方式である」
16この事業別予算の目的は行政改革にその主眼がお

かれている。事業別予算の取り組みはわが国の自治

体では昭和 40 年頃から導入を開始する自治体が見

られ、最近では過半数を超える自治体で事業別予算

の適用が何らかの形で行われている。17斉藤達三は

その背景を①マクロからミクロへの転換②計画から

評価への転換③応答責任から説明責任の転換の３つ

がいまの自治体に求められていると述べている。18

それまで予算の中心であった性質別予算方式を改め、

事業単位のアプローチを予算編成に取り入れ、行政

の経営体系の構築と整備を進めるものである。 

ではこの事業別予算を議会の予算・決算審議過程

に取りいれることで何が変化するのであろうか。①

まず、事業別予算にすることで、予算書の書式が変

わる。前章で指摘した事業単位の把握ができないの

は従来の予算書が性質別予算で表示され、議会が予

算書自体を読み込むことができないからである、②

事業別で表示された予算書をもとに予算審議では議

員が個々の事業を把握し、コストとそれに見合った

事業効果を比較することで事業のあり方や財政支出

の非効率を問う質問が行政評価の観点から可能にな

るのではないだろうか、③事業のコスト計算をする

ことで、議会側から予算の修正案を提示することが

できる、④事業別予算で把握できた予算で根拠を示

し、実際の政策提案に活用できるのではないだろう

か。実際に事業別予算にしたことで、事業区分の導

入による予算要求内容の明確化、予算編成査定の充

実・議会に対する予算説明が容易になった・執行結

果や決算結果に対する意識が高まったなどの調査結

果がある。19 

3-2 兵庫県川西市の事例 

この事業別予算を導入することで、議会の予算審

議はどう変わるのであろうか。筆者は事業別予算を

実際に導入している兵庫県川西市を調査している。

川西市が事業別予算を導入した背景には川西市で起

こった不祥事がきっかけである。1990年に元市長が

道路建設に関わる汚職事件で逮捕され、その元市長

の選挙戦を巡り多くの市議会議員が逮捕された。市

民の行政、議会に対する不信感が噴出し、その結果、

前市長が辞任し、議会も自主解散することになった。

この事件を契機に、川西市では市民の信頼回復と市

政建直しのため、多くの政策を展開していくことに

なる。その中で進められたのが事業別に改めた予算

改革である。20 

実際に川西市で使用されている事業別による予算

書(参考資料①)と筆者の地元である京都市で使用さ

れている予算書(参考資料②)を比較して説明してい

きたい。川西市の事業別予算書の特徴は、一つの事

業ごとにフルコスト把握している点である。資料①
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の川西市予算書では従来の款項目節に加え、事業別

の説明が加えられている。次に人件費を各事業コス

トに算入し、各事業別にかかる職員数・事業ごとの

節の細目を説明している。また各事業の財源を明記

している。これによって事業トータルのコスト把握

が容易な他、行政サービスに対する受益と負担のバ

ランスがとれているか、また税金の使途に非効率が

ないかが予算書をベースに議論できるようになって

いる21。一方資料②の予算書は従来の款項目節で分

類されているが、これでは各事業の詳細を知ること

はできない。なお川西市議会では予算審議の段階で

この予算書をベースに、決算審議では事業別サービ

ス成果表（参考資料③）を中心に審議を行っている。 

では事業別予算が川西市議会にどのような影響を

あたえたのであろうか。そこで実際に川西市議会議

員に昨年ヒアリングを行った。22ヒアリングでは「予

算審議の中で事業別の予算書を参考に費用積算の妥

当性や事業効果のあり方や、財政の効率性を問う質

問や金額の細目・妥当性を質問している」や「事業

別行政サービスの成果表を参考に、次年度の予算審

議に活用している」と述べている。例えば成果表に

ある遊具 79 基の撤去に関して、撤去後の方策を公

園の近隣に住む市民からの意見を聴き、次年度の予

算審議に反映している。市議会は事業の評価に力を

入れるのではなく、市民の声を聞いた上で、その意

義を問うような工夫をしているのである。それは事

業別による予算書の説明、それに基づく行政サービ

ス評価表があるからである。またヒアリングの最後

には「事業別予算は議会の審議に影響はあった」と

の意見を述べていた。ここから事業別予算は議会に

一定の影響を与えたこといえるのではないだろうか。 

 

第 4章 議会改革の提言 

本来、事業別予算は行政改革の手法として発展し

たため、議会改革とは直接関係がない。しかし、議

員へのヒアリングから事業別の予算書にすることで

予算・決算審議に一定の影響を与えたことがわかっ

た。決算においては、すでに東京都多摩市で決算改

革として議会による事務事業の点数評価を導入して

いる。しかし、事業別予算による予算書の変化は予

算審議の段階で予算の透明性を高め、議会が予算配

分の有効性・妥当性を議論できるところにその意義

があると考えている。またサービス評価表から次年

度の予算審議に反映させるなど、行政評価の側面を

持っている。財政が逼迫しているなか、限られた予

算を選択し集中するためにも行政だけではなく、議

会を交えた幅広い議論が必要である。そうした手法

に事業別に基づく予算書の改革は必要である。なお

予算書の改革は川西市の事例を見ればわかるように

自治法改正を待たず、行政独自の意思で導入は可能

である。しかし、一方で課題もある。自治体は規模

によるが約 800～1000を超える事業がある。それら

すべての事業を議会が精査するには議員個人に負担

がかかり、細目を見ていくのは現実的には不可能で

ある。ある一定の金額以上は議会がチェックを行い、

一定金額以下はオンブズマンがチェックをするなど

の工夫が必要であるが、どちらにせよ、予算・決算

が市民や議員に見えにくい状況が直接ではないにし

ても、夕張のような財政破綻・行政の金銭にかかる

不祥事を見過ごすことになるのではないだろうか。

来年には議会の監視強化を目的とした自治法の改正

が目指されている。例えば第三セクターなどの議会

に対する報告義務を自治体の出資比率 50%から

25%以上に拡大・自治体の契約締結や財産取得・処

分で、議会の議決の対象となる範囲を拡大するなど

である。23議会の監視機能強化は待ったなしに進ん

でいるのである。 

しかし、議会の課題は予算・決算審議だけではな

い。議会が与党・野党にわかれ、審議が形骸化して

いることは既に述べた。また議員を補佐する議会事

務局のあり方も問われている。事業別予算による予

算書改革はこれらの課題にも一定の方向性を見出す

ことはできないだろうか与党・野党の問題において
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は透明化された予算書を見抜けない議員は市民から

糾弾され、議員間でも行政に対して是々非々で臨む

緊張感が生まれるであろう。また議会による審議が

活発になれば、議会事務局も変革を迫られる。単な

る議事録作成や議員の補佐だけではなく、政策立案

等の機能強化が求められる。 

 

 

 

 

参考資料① 

こうした議会の監視機関としての改革は二元代表性

としての議会を十全に機能させ、行政との間で新た

な関係が構築される。それは自治事務の増加によっ

て、自律・自立的な運営を求められる自治体に対し

て効果があるものと考える。よって議会の監視機能

強化のため、事業別に基づいた予算改革を提言する。 
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参考資料② 
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【注】 

                                                   
1 本論では「行政」の他に、左記と同じ意味で｢執行機関｣、｢首長｣と表現している。文献からの引用のため「執行機関」、行政の長

という意味で「首長」、それ以外については「行政」と表示している。 
2 「」内の議会は地方議会を指すものではなく、一般的な議会制度を指す。 

3 労働者による組合を唯一の階級的組織とみなして、政党や選挙、議会などを排斥し、ストライキ、サボタージュ、ボイコットなど

の直接行動によって政府を打倒し、新しい社会体制を実現するという思想ならびに運動のこと。 

4 第 28 次地方制度調査会(2005)、「地方自主性・自律性の拡大及び地方議会のあり方に関する答申について」、13～14 項

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chihou_seido/singi/singi.html (2009/9/8 現在) 
5 第 28 次地方制度調査会(2005)、｢前掲書｣、14～15 項 
6 新川達郎(2008)、「基礎自治体におけるこれからの議会」、ガバナンス 8月号、ぎょうせい、28 項 
7 大森彌(2002)、「新版 分権改革と地方議会」、ぎょうせい、65 項 
8 神原勝(2008)、｢増補 自治・議会基本条例論－自治体運営の先端を拓く－｣、公人の友社、127 項 
9 神原勝(2008)、｢前掲書｣、130～133 項 
10 廣瀬克哉・自治体議会改革フォーラム(2009)、｢議会改革白書 2009 年版｣、生活社、8項 
11 新川達郎(2002)、｢予算編成と地方議会｣、地方財務 8月号、ぎょうせい、21～22 項 
12 新川達郎(2002)、｢前掲書｣、21 項 
13 山本栄一・松木茂弘(1999)、｢自治体の予算改革への挑戦―川西市における事業別予算システム導入の背景と取り組み―｣、関西学

院大学経済学論究 52 巻第 4号、34 項 
14 松下圭一(2002)、「自治体は変わるか」、岩波書店、70 項 
15 全国市議会議長会、http://www.si-gichokai.jp/official/research/jittai20/、(2009/9/8 現在) 

「平成 20 年度 市議会の活動に関する実態調査結果 9.予算・決算」 
16 斎藤達三(1998)、「事業別予算による行政改革の可能性」、地方財務 1月号、ぎょうせい、1項 
17 斎藤達三(1998)、｢前掲書｣、3項 
18 斎藤達三(1998)、｢前掲書｣、1～2項 
19 斎藤達三(1998)、｢前掲書｣、4項、「表 1 事業別予算の影響効果」より 
20 山本栄一・松木茂弘(1999)、｢前掲書｣、31 項 
21 山本栄一・松木茂弘(1999)、｢前掲書｣、37 項 
22 2008 年 11 月 14 日に川西市役所において、川西市議会議員にヒアリングを行った。本文はその時のヒアリング内容をまとめたもの

である。 
23 日本経済新聞夕刊、2009 年 6 月 15 日付 
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